
 

 

 

 
 

美浜発電所３号機の４０年以降運転における 

長期施設管理計画の認可申請 

 

                  ２ ０ ２ ４ 年 １ ０ 月 １ ５ 日 

関西電力株式会社 

 

当社は、原子炉等規制法（以下、炉規法）の改正※１を踏まえ、美浜発電

所３号機の高経年化対策に係る長期施設管理計画を策定し、本日、原子力

規制委員会へ認可申請しました。 

 

美浜発電所３号機は､従来の高経年化技術評価※２で、４０年以降６０年

までの運転期間においてもプラントを健全に維持できることを確認し、原

子力規制委員会から２０１６年１１月１６日に高経年化対策に係る保安規

定の変更認可（４０年目）および運転期間延長認可を受けています。その

後、炉規法の改正に伴い、同法の施行日(２０２５年６月６日)以降の運転

を行うためには、長期施設管理計画を策定し、原子力規制委員会から施行

日までに認可を受ける必要があります。 

 

今回の長期施設管理計画は、従来の高経年化技術評価に加え、技術の旧

式化等の措置として製造中止品に対する管理方法等を新たに追加し策定し

ています。 

 

当社は、今後とも国内外の最新知見を積極的に取り込み、プラントの設

計や設備保全に反映していくことで、原子力発電所の安全性・信頼性の向

上に努めてまいります。 
 

※１ 炉規法は、２０２３年５月３１日に改正され、２０２５年６月６日に施行される予定である。運転
開始から３０年を超えて運転をしようとする場合、１０年以内ごとに設備の劣化に関し、技術評価
を行い、その結果に基づく長期施設管理計画を策定し、原子力規制委員会の認可を受ける必要があ
る。また、同法の施行日前においても「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るため
の電気事業法等の一部を改正する法律」に基づき申請することができる。  

 
※２ 炉規法に基づき、原子力発電所の運転を開始した日以降３０年から１０年ごとに、安全上重要な機

器・構造物等について、経年劣化に関する技術的な評価を行うもの。また、運転開始４０年を超え
て運転しようとする場合、原子炉容器等の対象設備について異常がないことを確認する特別点検
を実施する。 

    
 

以 上 
 
添付資料１：美浜発電所３号機 長期施設管理計画の内容 

添付資料２：「高経年化技術評価制度・運転期間延長認可制度」と「長期施設管理計画の認可制度」の概要 

 



美浜発電所３号機 長期施設管理計画の内容
（添付資料１）

記載項目 内容

長期施設管理計画の期間
改正された原子炉等規制法の施行日から運転開始５０年目を経過する日までの期間。

２０２５年６月６日 から ２０２６年１１月３０日

劣化評価の方法およびその結果
従来の高経年化技術評価のうち、長期施設管理計画に必要な劣化評価の方法およびその結

果等を計画に定める。

劣化管理に必要な措置
(従来の長期施設管理方針含む)

従来の長期施設管理方針に加え、現在行っている保全活動等を長期施設管理計画に定め、
劣化管理を実施していく。

技術の旧式化等の措置
発電所の安全運転の維持・向上を図ることを目的に、製造中止品情報の管理プログラムに

基づき、各メーカから製造中止品情報等を収集していく。また、必要に応じて代替品の選定、
検証を継続的に実施していく。

劣化管理に係る基本的な
方針および目標

劣化を管理するための保全活動を確実に実施していく。今後とも国内外の運転経験や最新
知見を踏まえ、劣化評価や長期施設管理計画の見直しの検討を行っていく。

劣化管理に係る
品質マネジメントシステム

原子力施設の保安活動のための品質マネジメントシステムに基づき、劣化管理に関する一
連のプロセスを実施していく。



＜従来の制度＞ ＜長期施設管理計画の認可制度(新制度)＞

炉規法の改正に伴い､従来の高経年化技術評価制度と運転期間延長認可制度が統合され､長期施設管理計画の認可制度に変更される。

新制度は､従来の制度と同様に運転開始３０年から１０年ごとに安全上重要な機器・構造物等に対して劣化の進展を予測し､劣化を管理するため

の方針（計画）を定め原子力規制委員会の認可を受けるもの。また､特別点検についても､これまでどおり運転開始４０年時点での実施が必要となる。

従来の制度では､長期施設管理方針と運転延長期間が認可対象であったが、新制度では、劣化の予測・評価の詳細な方法や内容に加え、

技術の旧式化等の措置として製造中止品に対する管理方法等を新たに追加した「長期施設管理計画」が認可対象となる。

さらに、規制基準への適合性を確認する頻度※が１０年に１回に増すことにより、規制が強化される。

（添付資料２）

「高経年化技術評価制度・運転期間延長認可制度」と「長期施設管理計画の認可制度」の概要

長期施設管理計画

※従来は、４０年を超えて運転を行う場合に申請する運転期間延長認可のみであったものが、新制度では、３０年目以降、１０年を超えない期間ごとに認可が必要。

長期施設管理計画ではⅠ～Ⅶ項目の認可が求められている。
高経年化
技術評価

Ⅰ

長期施設管理計画の期間（１０年間）

劣化管理に係る基本的な方針および目標※３

劣化管理に係る品質マネジメントシステム※４

技術の旧式化等の措置（新制度で追加）

従来の長期施設管理方針に加え、
現在行っている保全活動 等

従来の高経年化技術評価のうち、
長期施設管理計画に必要な劣化
評価の方法およびその結果 等

(記載内容)

(記載内容)

劣化評価の方法
およびその結果
（特別点検を含む）

劣化管理に
必要な措置

評価結果を踏まえて劣化管理に必要な措置を策定

施設管理の実施方針および施設管理目標

品質マネジメントシステム計画

Ⅴ

※１：運転期間延長認可申請（運転開始４０年時点）を行う場合に実施
※２：高経年化技術評価は劣化状況評価、長期施設管理方針は施設管理方針の名称で申請
※３：劣化を管理するための保全活動の方針、目標を記載
※４：保安規定の品質マネジメント計画に基づき、劣化管理に関する一連のプロセスを実施することを記載

Ⅶ

◆高経年化技術評価制度

◆運転期間延長認可制度（４０年時点）

Ⅵ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅱ

： 原子力規制委員会の認可対象

ⅠⅡ Ⅲ延長期間(２０年間)
（規制基準への適合性確認を含む）

特別点検※１

Ⅱ 対象設備（原子炉容器、
原子炉格納容器、
コンクリート構造物）に
ついて異常のない
ことを確認。

長期施設
管理方針

［ 方針期間:２０年間］

Ⅲ
（記載内容）

今後２０年間に実施する発電所の管理に関する方針
（美浜３号機の場合）
・原子炉容器の監視試験を実施
・過渡回数の実績を継続的に確認Ⅳ

を踏まえて申請※２

認
可
対
象
の
拡
大
に
よ
り
規
制
が
強
化

保安規定

ⅠⅡを踏まえて を実施し、長期施設管理方針を策定


